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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(１) 経営成績に関する説明

当第 3 四半期連結累計期間は、オミクロン変異株による新型コロナ感染症の再拡大はあったものの、

国内の製造業を中心に企業業績は順調に改善の方向にあり、本年 3 月下旬にはまん延防止等重点措置も

解除され、国内の経済活動は正常化に向かうことが見込まれます。しかしながら、ウクライナ紛争が加

速させている資源価格の大幅な上昇や製品部材不足、中国・上海等での感染症対策によるロックダウン

の影響など、企業の生産活動を停滞させる要因が発生しており、景気回復が遅れる懸念もあります。

内田洋行グループでは、2021 年 9 月、第 16 次中期経営計画（2022 年 7 月期～2024 年 7 月期）を公

表しました。2025 年以降から加速する労働人口の急速な減少により、生産性向上のために日本は社会全

体のスマート化が必須となります。推進役としてデジタル庁が創設され、官公庁・自治体の DX（デジタ

ルトランスフォーメーション）が進みだすとともに、民間企業でも DX 投資が加速し始めています。た

だ、その実現のためには将来のデジタル社会の担い手の育成が重要であり、「人」と「データ」への投資

の強化がより一層必要となります。内田洋行は、このお客様の社会変化への対応をご支援することがこ

れからの成長機会と考え、従来の事業の枠から脱却し、本格的なグループ経営の実現を目指すことを第

16 次中期経営計画の主要課題としております。

当社グループの事業領域では、第 15 次中期経営計画（2019 年 7 月期～2021 年 7 月期）期間中の

Windows10 更新需要と教育 ICT 大型案件や、学校市場における GIGA スクール構想の教育 ICT 案件な

ど、期間が限られた特別な需要が今後はなくなるものの、各事業での競争力は向上していることから、

一時的な特需を除いた実質のベースラインは上昇しており、第 16 次中期経営計画期間中の堅実な成長

が可能であると考えます。

以上のような状況のもと、当連結会計年度における公共市場では、第 3 四半期連結会計期間が前年度

の GIGA スクール構想大型需要の反動による落ち込みが最大となりますが、GIGA スクールの追加案件

ならびに周辺需要の獲得が好調に推移し、売上、利益ともに当初の見込みは上回りました。民間市場で

は、まん延防止等重点措置が解除され企業業績も回復していることから、オミクロン変異株の拡大の影

響は多少あるものの、大手民間企業の受注は堅調に推移しております。

これらの結果、売上高は 1,560 億 5 千万円（前年同期比 34.0％減）となり、利益面では、営業利益は

76 億 5 千 1 百万円（前年同期比 36.2％減）となりました。また経常利益は 77 億 4 千 3 百万円（前年同

期比 38.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、44 億 2 千 5 百万円（前年同期比 38.8％減）と

なりました。

セグメント毎の経営成績は以下のとおりであります。

＜公共関連事業分野＞

公共関連事業分野では、教育 ICT で GIGA スクールの追加需要や、ICT 支援員などの人材サービス事

業、高等学校の１人１台タブレット端末整備などの周辺需要の獲得に加えて、GIGA スクール後を見据

えた文部科学省の実証研究案件の大きな受託もありましたが、前年にあった GIGA スクールの大型需要

や学校での新型コロナ感染症対策にともなう関連機器販売、自治体や大学での感染症対策需要などの反

動による減少は、第 3 四半期が最も大きいため、売上高は 618 億 7 千 1 百万円（前年同期比 56.7％減）

となりました。

一方、利益面では、教育 ICT分野での当社の競争力が発揮される複合化した案件の復活ならびに、GIGA

スクールの追加や周辺需要などの獲得が第 2 四半期から第 3 四半期に増大したことから、営業利益は 57

億 6 千 7 百万円（前年同期比 44.2％減）と、当初の見込みは大きく上回りました。
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＜オフィス関連事業分野＞

オフィス関連事業分野では、オミクロン変異株の拡大の影響による停滞も一部ではみられたものの、

景気回復による企業活動は活発化し、首都圏を中心とするさまざまな企業でコロナ後を見据えたハイブ

リッド型の働き方を実現するためのオフィスの見直しも進むことから、需要は着実に回復しています。

これらの結果、売上高は 360 億 1 千 7 百万円（前年同期比 2.7％増）となり、営業利益は 4 億 1 千万

円（前年同期は 1 億 5 千 4 百万円の営業損失）となりました。 

＜情報関連事業分野＞

情報関連事業分野では、大手企業でネットワーク関連ビジネスが増大するなか、オフィス構築案件と

繋がりをもちながら社員の位置情報やオフィスの混雑状況を可視化するシステムの導入が拡がってきま

した。またモバイルワークに適したサブスクリプション型のソフトウェアライセンスビジネスやクラウ

ドサービスプラットフォームビジネスも引き続き増加傾向にありますが、大型案件の契約更新が翌四半

期に延伸したため当四半期の売上高は減少いたしました。

これらの結果、売上高は 575 億 1 千 3 百万円（前年同期比 0.7％減）となりました。利益面では、オ

ミクロン変異株の拡大の影響で地方経済の停滞がつづいていることから中堅中小企業の基幹業務システ

ム商談は回復途上にあるほか、前年度にあった収益率の高い買取型ソフトウェアライセンス需要の減少

など、ライセンス販売の構成に変化があることから、営業利益は 11 億 5 千 4 百万円（前年同期比 29.2％

減）となりました。

＜その他＞

主な事業は教育研修事業であります。教育 ICT ビジネスと連携している GIGA スクール構想に関連し

た ICT 支援員の派遣事業や、民間企業での研修や DX に対応するための研修などが増加しております。

売上高は 6 億 4 千 9 百万円（前年同期比 3.6％減）、営業利益は 2 億 5 千 3 百万円（前年同期比 282.0％

増）となりました。

(２) 財政状態に関する説明

＜資産の部＞

当第3四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ6億5千4百万円増加し、1,337

億 7 千 1 百万円となりました。流動資産は、現金及び預金の減少 134 億 8 千万円、棚卸資産の減少

12 億 5 千 8 百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の増加 139 億 5 千 1 百万円等により前連結会計

年度末に比べ 4 億 7 千 6 百万円減少し、1,025 億 7 千 7 百万円となりました。また固定資産は、前連

結会計年度末に比べ 11 億 3 千万円増加し、311 億 9 千 3 百万円となりました。

＜負債及び純資産の部＞

当第 3 四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ 32 億 2 千 8 百万円増加し、

861 億 4 千万円となりました。流動負債は、仕入債務の増加 114 億 6 千 3 百万円、契約負債（前連結

会計年度は前受金）の減少 20 億 5 千 7 百万円、未払法人税等の減少 20 億 5 千 4 百万円、未払消費税

等の減少 14 億 7 百万円等により前連結会計年度末に比べ 34 億 5 千万円増加し、747 億 5 百万円とな

りました。また固定負債は前連結会計年度末に比べ 2 億 2 千 1 百万円減少し、114 億 3 千 5 百万円と

なりました。

純資産合計は、主に連結子会社ウチダエスコ株式会社株式に対する公開買付けに伴う、非支配株主

持分の減少 35 億 9 千 8 百万円および資本剰余金の減少 28 億 7 千 8 百万円、剰余金の配当 13 億 7 千

3 百万円による減少、親会社株主に帰属する四半期純利益 44 億 2 千 5 百万円による増加、および上

場有価証券の時価評価に伴うその他有価証券評価差額金の増加 3 億 7 千 5 百万円等により、前連結会

計年度末に比べ 25 億 7 千 4 百万円減少し、476 億 3 千万円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の 34.0％から 0.6 ポイント上昇し、34.6％となりま
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した。

なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日)等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、財政状態及び経営成績に影響を及ぼしています。詳細については、

「２. 四半期連結財務諸表及び主な注記 (４) 四半期連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変

更)」に記載しております。 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の業績につきましては、2021 年 9 月 1 日付の 2022 年 7 月期連結業績予想で公表した水準を

上回るものと判断し、上方修正を行います。詳細につきましては、2022 年 6 月 1 日付「業績予想の

修正に関するお知らせ」をご参照ください。

なお、新型コロナウイルス感染症や地政学リスクなどにより需要が大きく減少する場合には、当社

の経営成績に重要な影響を与える可能性があります。その場合には適切に開示してまいります。
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年７月21日　至　2021年4月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

142,926 35,059 57,898 235,885 673 236,558 － 236,558

34 155 58 248 3,007 3,255 △3,255 －

計 142,961 35,215 57,956 236,133 3,681 239,814 △3,255 236,558

セグメント利益又は損失（△） 10,342 △154 1,630 11,818 66 11,885 101 11,986

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育研修事業、人材派遣事業、

不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　2021年12月３日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期連結累計期間において、当社の連結子会社であるウチダエスコ株式
会社の普通株式に対する公開買付けを実施し、同社の普通株式を取得したことなどにより、資本剰余金が2,878百万円減少し、当
第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が419百万円となっております。

該当事項はありません。

情報関連
事業

計

 外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

 又は振替高

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を第１四半期
連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る
と見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期
連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金
に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。これによる、四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。
また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び
売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、また、「流動負債」に表示してい
た「前受金」は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第
89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を第１四半
期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７
月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ
とといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月21日　至　2022年4月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

61,871 36,017 57,513 155,401 649 156,050 － 156,050

31 177 54 263 4,432 4,696 △4,696 －

計 61,902 36,194 57,567 155,665 5,081 160,746 △4,696 156,050

セグメント利益 5,767 410 1,154 7,332 253 7,586 65 7,651

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育研修事業、人材派遣事業、

　　　　 不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
    ４　 報告セグメントの変更等に関する事項
    　　 （収益認識に関する会計基準等の適用）
    　　 　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、
    　　 収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更
    　　 しております。
    　　　 これによる、四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

  外部顧客への売上高

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業

情報関連
事業

計

㈱内田洋行（8057）2022年7月期 第3四半期決算短信

10




